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問題 
 

①Ａ所有の土地上に不法に建てられた建物の所有権を取得し，自らの意思に基づきその旨の登記を

したＢは，その建物をＣに譲渡したとしても，引き続きその登記名義を保有する限り，Ａに対し，

自己の建物所有権の喪失を主張して建物収去土地明渡しの義務を免れることはできない。 

 

 

 

②所有権に基づく物権的返還請求権は，時効により消滅することがない。 

 

 

 

③Ａがその所有する甲建物をＢに売り渡し，その旨の所有権の移転の登記をした後，Ｂは，甲建物

をＣに転売してその旨の所有権の移転の登記をした。その後，ＡがＢの強迫を理由にＡＢ間の売

買契約を取り消した場合，Ａは，Ｃに対し，甲建物の所有権を主張することができる。 

 

 

 

④Ａはその所有の土地をＢに売却し，所有権移転登記後に，Ｂの詐欺を理由として売却の意思表示

を取り消したにもかかわらず，Ｂがその土地をＣに転売し，その所有権移転登記をした場合でも，

Ａは土地の所有権をＣに主張することができる。 

 

 

 

⑤甲不動産を所有していたＡが死亡し，Ｂ及びＣがその共同相続人である。Ｂが甲不動産につき単

独相続の登記をした上，その後これをＤに売り渡して所有権移転の登記をした場合には，ＣはＤ

に対して自己の持分を主張することができない。 

 

 

 

⑥甲不動産を所有していたＡが死亡し，Ｂ及びＣがその共同相続人である。Ｂが相続を放棄したが，

その後Ｂの債権者Ｄが，Ｂに代位して甲不動産につきＢ・Ｃ共同相続の登記をした上，Ｂの持分

につき差押えの登記をした場合には，Ｃは，Ｄに対して自己が単独の所有者であることを主張す

ることができない。 

 

 

 

⑦Ａがその所有する土地をＸに売り渡したが，その旨の登記を経ないまま死亡したところ，その後

Ａの相続人がこれをＹに売り渡し，その旨の登記を経た。この場合，Ｘは，Ｙに対して土地の所

有権を主張することができる。 

 

 

 

⑧Ａは，その所有する甲不動産をＢに譲渡した後，背信的悪意者Ｃに二重に譲渡して所有権移転登

記をした。その後，Ｃは，甲不動産を背信的悪意者でないＤに譲渡し，所有権移転登記をした。

この場合において，Ｂは，Ｄに対し，甲不動産の所有権の取得を対抗することができる。 
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⑨他人の山林を自分の山林であると誤信して立木を伐採した場合，取引行為によらずに立木の占有

を開始した場合なので，即時取得は成立しない。 

 

 

 

⑩Ａの所有する未登録の乙自動車を保管しているＢが，乙自動車を自己の所有物であると偽ってＣ

に売却し，現実の引渡しをした場合には，Ｃは，Ｂが所有者であると信じ，かつ，そう信じるに

つき過失がないときであっても，乙自動車を即時取得することはできない。 

 

 

 

⑪Ａが「立木ニ関スル法律」の適用のない立木の所有権を留保して土地のみをＢに譲渡したが，立

木につき明認方法を施さないでいるうちに，ＢがＣに土地とともに立木を売り渡し，Ｃへの所有

権移転登記がされた場合には，ＡはＣに対して立木所有権を主張することができない。 

 

 

 

⑫Ａが，Ｂの所有する甲土地上の立木を購入し，立木に明認方法を施したが，その後，その明認方

法が消失した場合において，Ｂが甲土地をＣに売却したときは，Ａは，Ｃに対して立木の所有権

の取得を対抗することができない。 

 

 

 

⑬Ａが自己所有地についてＢのために１番抵当権を設定した後，Ｃのために２番抵当権を設定した

場合，ＢがＡからその土地の所有権を譲り受けても，１番抵当権は消滅しない。 

 

 

 

⑭Ａが自己所有地についてＢのために１番抵当権を設定した後，Ｃのために２番抵当権を設定した

場合，ＣがＡからその土地の所有権を譲り受けても，２番抵当権は消滅しない。 

 

 

 

⑮動産甲の占有者Ａは，Ｂの詐欺によって，Ｂに動産甲を現実に引き渡した。この場合において，

Ａは，Ｂに対し，占有回収の訴えにより動産甲の返還を求めることはできない。 

 

 

 

⑯Ａ及びＢは，甲建物を共有しているが，その持分は，Ａが３分の２，Ｂが３分の１である。甲建

物の使用方法が定まっていない場合において，Ｂが単独でこれを占有しているときは，Ａは当然

に明渡しを求めることができる。 

 

 

 

⑰Ａ，Ｂ及びＣが各３分の１の持分の割合で甲土地及び甲土地上の立木を共有している。ここで，

Ａが，Ｂ及びＣの同意を得ないで甲土地上の立木を伐採しようとしている場合，Ｂは，Ａに対し，

単独で伐採の禁止を求めることはできない。 
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⑱ＡＢＣが３分の１ずつの持分割合で共有する建物の賃借人が賃料の支払を遅滞したときは，Ａは

単独で賃貸借契約の解除の意思表示をすることができる。 

 

 

 

⑲ＡＢＣが３分の１ずつの持分割合で共有する建物について，ＡがＣに管理費用の立替債権を有し

ている場合には，ＡはＣから持分の譲渡を受けたＤに対して，その支払を請求することができる。 

 

 

 

⑳第三者が共有地を不法に占有している場合において，当該第三者に対して不法行為に基づく損害

賠償の請求をするときは，各共有者は，自己の持分の割合を超えて損害賠償を請求することがで

きない。 

 

 

 

㉑電柱の所有を目的とする地上権を設定する場合，存続期間を100年と定めることはできる。 

 

 

 

㉒地上権者が土地の所有者に定期の地代を支払わなければならない地上権につき，地上権者は，設

定行為で存続期間を定めなかったときは，いつでもその権利を放棄して，放棄後に期限の到来す

る地代の支払義務を免れることができる。 

 

 

 

㉓他人の土地を20 年間通路を開設することのないまま通行した隣地の所有者は，その他人の土地に

ついて，通行地役権を時効により取得することができる。 

 

 

 

㉔地役権者がその権利の一部に関して地役権を行使すれば，権利を行使していない部分についても

時効により消滅しない。 

 

 

 

㉕地役権は，一定の範囲において承役地に直接の支配を及ぼす物権であるから，地役権者は，妨害

排除請求権，妨害予防請求権及び返還請求権を有する。 
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答案用紙 
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